
子どもの健康と環境に
関する全国調査

子どもの発育に影響を与える環境リスクを明らかにするために

〒100-8975  東京都千代田区霞が関1-2-2  中央合同庁舎5号館
TEL.03-3581-3351（代表）　内線6343

環境省環境保健部環境安全課
環境リスク評価室

＊リスク管理体制(例)
○化学物質規制の審査基準への反映
○環境基準（水質、土壌）等への反映
○関係省庁の関連の取組
　（例：家庭用品規制、規格）を後押し
○環境省の自主的取組への反映
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「子どもの健康と環境に関する全国調査」の概要「子どもの健康と環境に関する全国調査」の概要「子どもの健康と環境に関する全国調査」の概要

子どもたちの発育に影響をもたらす環境要因を解明し、小児の脆弱性を考慮したリスク
管理体制の構築を図ることで、次世代育成にかかる健やかな環境の実現を目指します。

成 果

妊娠健診時に参加登録
●生活状況アンケート
●お母さんの健診・採血

出　産
●赤ちゃんの健康状態チェック
●お母さんの健康チェック
●お母さんの臍帯・臍帯血等の採取

調査結果の解析

成 果成 果

化学物質などの
測定

生体試料の長期保存
（後年解析可能）

１２歳頃まで
●定期的にお子さんのアンケート等
　により心身の状態をチェック

６万人

成 果

本パンフレットの
お問い合わせ先

「子どもの健康と環境に関する全国調査」ホームページ　http://www.env.go.jp/chemi/ceh/index.html



子どもの発育に影響を与える環境リスクを明らかにするために

子どもたちの病気･不健康が増加しています

世界では、今…

大規模な全国調査の実施を

小児と環境に着目した主要な小児と環境に着目した主要な
疫学調査例疫学調査例

子どもの健康と環境に関する全国調査

知っていますか？　

○子どもがとりわけ化学物質などの環境汚染に傷つきやすいものであるということは、まぎれも
　ない事実です。
○さらに今、子どもたちの間で心身の異常が年々増加していることが報告されています。

○免疫系疾患（アレルギー、アトピーなど）の増加
○代謝・内分泌系異常（小児肥満、小児糖尿病など）の増加 
○生殖異常（不妊、流産、男児の出生率の低下など）の増加 
○神経系異常（自閉症、キレやすい子、LD〈学習困難〉など）の増加 

○1997年、先進８カ国の参加による子どもの環境
　保健に関する環境大臣会合が開催され、子ども
　の環境保健を最優先事項とする「マイアミ宣言」
　が採択されました。

○これを受けてアメリカでは、当時のクリントン
　大統領により「環境保健リスクと安全リスクに
　対する小児の保護」が発令され、欧州では、
　健康影響や健康ハザードから子どもを守るため
　に必要な研究や施策を優先事項とすることが
　明確化されました。

○現在、アメリカ、ノルウェー、デンマーク等では、
　小児と環境をテーマとした大規模な国家プロ
　ジェクトが進められています。

○環境に対し脆弱である子どもたちが健全に
　発育できる社会をつくるためには、化学物質
　などの環境要因が子どもたちの健康に与え
　る影響を明らかにし、その結果を広く社会に
　アピールし、適切な取り組みを進めることが
　重要です。
○特に、子どもたちの間で増加している心身の
　異常の原因を追究するためには、今までにない
　大規模な疫学調査が必要です。
○疫学者、毒性学者や臨床医をはじめとする
　幅広い分野の専門家が力を合わせ、わが国を
　あげての全国調査に取り組みます。

出典：学校保健統計(文部科学省) 出典：国際先天異常監視機構 (ICBDSR)
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●小児環境保健に関する疫学
　調査の概要とりまとめ

●調査手法の検討 ●海外の調査との連携●6万人参加登録

小児環境保健疫学
調査に関する
検討会立ち上げ

2007年

ワーキンググループ
立ち上げ

パイロット調査
の実施

2008～2009年

海外の事例

国内の事例

国家プロジェクト
の事例

シンシナティ鉛スタディ・コホート（アメリカ）
サンプル人数 305人

メキシコシティ前向き鉛スタディ（メキシコ）
サンプル人数 157人

クリーブランド・コホート（アメリカ）
サンプル人数 160人

フェロー諸島バース・コホート（デンマーク）
サンプル人数 1,022人

ノースカロライナ・コホート（アメリカ）
サンプル人数 912人

ボストンバース・コホート（アメリカ）
サンプル人数 249人

ダッチPCB／ダイオキシン・スタディ（オランダ）
サンプル人数 418人

ミシガン・コホート（アメリカ）
サンプル人数 313人

クライストチャーチ健康と発達スタディ（ニュージーランド）
サンプル人数 1,265人

ニュージーランドスタディ（ニュージーランド）
サンプル人数 238人

ユーゴスラビア（ユーゴスラビア）
サンプル人数 1,502人

セイシェル共和国子供の発達スタディ（セイシェル共和国）
サンプル人数 779人

ポートピーリー・コホート（オーストラリア）
サンプル人数 831人

韓国母体コホート調査（韓国）
サンプル人数 1,500人（予定）

ジャーマン・コホート（ドイツ）
サンプル人数 178人

米国チルドレンズ・スタディ（アメリカ）
サンプル人数 100,000人（予定）予算 230億円

東北コホート（ＴＳＣＤ）（日本）
サンプル人数 約1,300人

環境と子供の健康に関する北海道研究（日本）
サンプル人数 約20,000人

ロチェスター長期鉛スタディ（アメリカ）
サンプル人数 240人

オスウィーゴ新生児・幼児発達プロジェクト（アメリカ）
サンプル人数 559人

※1999-2007年9月

ノルウェー母と子のコホートスタディ（ノルウェー）
サンプル人数 90,000人 予算 26億円※ ※

※1997-2002年

※2000年-2008年

デンマーク国家バース・コホート（デンマーク）
サンプル人数101,042人※

ドイツ環境調査（ドイツ）
サンプル人数 550人

上記以外に報告されていること

子どもの健康と
環境に関する
全国調査

2010年
本格調査開始

小児の発育に
影響を与える
環境要因の解明

2025年
中間とりまとめ

小児と環境に着目した主要な
疫学調査例

子どもの子どもの
健康に影響を健康に影響を
与える要因与える要因

子どもの
健康に影響を
与える要因

※

環境要因
（化学物質のばく露など）

宿主要因
（遺伝など）

社会・
生活習慣
要因

子どもの健康子どもの健康子どもの健康

未来現在




